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中山間対策の加速化・強化の取り組み

介護・障害福祉
サービスと

人材の安定確保
ドクターヘリ等の
離着陸場の確保

在宅主治医
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支援薬局

◇ これまでの成果
・中山間地域での在宅介護サービスが充実しつつある

  H29：１市２町でサービス提供地域が拡大
   新たに12名の介護職員の雇用が増加（H29年度末）
 ・あったかふれあいセンターと集落活動センターとの連携の充実強化
  →集落活動センターが同じ地域に設置されているあったかふれあい
  センターの数：30箇所 (H31.１月末）
 ・代診医の派遣によるへき地医療の確保（代診医派遣率100%を維持）

・中山間地域における訪問看護サービスの拡大
（H26： 4,933回、H29：10,188回  H30：7,191回（H30.12月末））

・中山間地域でのドクターヘリ等の離着陸場の確保
（H23.3：65箇所→H30.4：278箇所）

◆ 今後の取り組み
・あったかふれあいセンターの機能強化と集落活動センターの支え合いの

仕組みづくりとの連携による生活支援の充実・強化
・中山間地域における在宅介護サービス提供の拡大
・小規模多機能型居宅介護事業所の整備促進
・福祉・介護分野への新たな人材の参入を促すため、中山間地域の住民等

  を対象とした介護職員初任者研修の実施
・へき地診療所、中山間地域の中核的な病院への医師の配置
・ドクターヘリ等の離着陸場のさらなる確保
・中山間地域における訪問看護師の育成、訪問看護サービス提供の充実
・高知家健康づくり支援薬局によるお薬・健康相談、服薬支援等の実施

これまでの成果と今後の取り組み

旧小学校区

■ 県内どこに住んでいても必要な医療、介護サービスを受
けられ、健やかに安心して暮らしている。

■ 医療や介護などのサービス需要に適応する人材が安定
的に確保されるとともに、地域で雇用を創出する産業とし
て育成・振興されている。

■ 健康管理に取り組む人が増え、壮年期の過剰死亡が改
善されている。

　日
本
一
の

　健
康
長
寿
県
に

県民の誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けている

平成37年度末の姿

■ あったかふれあいセンターのサービス提供機能が充実・強化され、
高知型福祉の拠点として整備されている。

■ 資格取得支援策の抜本強化による新たな人材の参入が進んでいる。
■ 県民が安心して暮らせる急性期医療体制が確立されている。
■ 健康意識が醸成され、健康づくりに取り組む県民が増加している。

平成31年度末の姿

産
業
ス
タ
ッ
フ

介護予防・認知症カフェ
子ども食堂の実施等

課
題
解
決

先
進
県
へ
！

集落活動センター
29市町村48箇所※H31年1月現在

あったかふれあいセンター
31市町村48箇所231サテライト※H31年１月末

安心・安全サポート

生活支援サービス

農産物の生産、販売

集落活動サポート

交流・定住サポート

健康づくり

防災活動

鳥獣被害対策

特産品づくり・販売

エネルギー資源活用

日中の居場所・見守り

訪問・相談・つなぎ 生活支援

地域のニーズに応じて機能を拡充
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第４期南海トラフ地震対策行動計画における主な取り組み（保健・医療・福祉分野） 健康政策部、地域福祉部

建築物等の耐震化

【主な目標値】
・耐震化済医療施設　73.0％→77.8%以上、耐震化済社会福祉施設等 96％→97%

【めざす成果】
①患者、医療従事者の安全確保、被災後の医療機能の維持、継続
②災害時等における施設入所者等の安全・安心の確保

●主な具体的取り組み
 医療施設・社会福祉施設等の耐震化の支援　　

津波・浸水被害対策

【めざす成果】　津波から施設入所者等の生命の安全を確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●主な具体的取り組み
社会福祉施設等の高台移転の検討及び補助の実施

○ 医療機関・社会福祉施設等の防災対策

【主な目標値】
・自家発電機を所有する病院　92.9%→97.6%
・病院の事業継続計画(BCP)策定　44.4％→56.3%

【めざす成果】
①患者、医療従事者の安全確保、被災後の医療機能の維持、継続
②災害時等における施設入所者等の安全・安心の確保

事前の防災対策

【予算額】 H３０当初　3,770,290千円　
→ H３１当初　2,362,001千円

【主な目標値】
・災害時心のケア活動研修会の開催（年１回、参加者130人）、DPAT

研修会の開催（参加者年50人）
・指導者を中心に行政栄養士約40名育成、栄養士支援の受入訓練の

年１回以上の実施
・ペット同行避難のためのしつけ方講習会・講演会の開催（年22回）

動物愛護推進協議会での検討（年２回）

●主な具体的取り組み
① 避難所・被災者対策

福祉避難所の指定促進・機能強化への支援
　災害時の心のケア体制の整備
　情報支援ボランティアの養成

② ボランティア活動の体制整備
災害ボランティアセンターの運営体制の強化への支援

③ 被災者の健康維持対策
保健衛生活動の促進（災害時の栄養・食支援活動がで
きる行政栄養士の育成）

④ ペットの保護体制の整備
ペット同行が可能な避難所整備の支援

　災害時動物救護体制の整備の充実

★災害に備える

★揺れに備える

★津波に備える

★早期の救助救出と救護を行う

★被災者の支援を行う

○医療施設・社会福祉施設等の耐震化の促進

○ライフラインの地震対策の促進

【主な目標値】

●主な具体的取り組み
市町村が行う配水池の耐震化事業への支援

　　

○ 社会福祉施設等の高台移転に向けた取り組み

「命を守る」対策

【主な目標値】
・広域火葬に係る情報伝達訓練・研修会の開催

毎年各１回以上
・遺体対応マニュアル・火葬場ＢＣＰの改定着手

【めざす成果】
①市町村における遺体対応体制の整備
②火葬場における災害時対応体制の整備

○遺体対応の推進

●主な具体的取り組み
安置所及び仮埋葬地の選定促進支援、広域火葬体制整備

助かった「命をつなぐ」対策

迅速な応急活動のための体制整備

【主な目標値】
・全ての地域で医療救護の行動計画をバージョ

ンアップ
・災害医療の人材の確保（医師向け研修受講者

延500人）
・全ての地域での医薬品確保計画の策定

【めざす成果】
①地域の総力戦による前方展開型の医療救護体制の実現
（地域ごとの医療救護の体制づくり、地域をバックアップする体制づくり）
②迅速な医薬品等の供給体制の構築
③被災者の迅速な歯科保健衛生の確保により人的被害
（特に震災関連死等）の軽減
④発災後の迅速な透析医療の継続

○災害時の医療救護体制の整備

これらを進めなが
ら、残る最困難課
題地域への対策を
見出していく！
・完全孤立地域

(無医地域)
・長期浸水地域

●主な具体的取り組み
　医療機関の施設、設備等の整備の支援

長期浸水エリアにある医療機関等の対策の検討（高知市と連携）
 社会福祉施設の防災マニュアルに基づく対策の実行支援
 病院の事業継続計画（BCP）策定への支援

●主な具体的取り組み
　総力戦の体制づくり（訓練を通じた地域ごとの行動計画の検証・バージョンアップ、医師等　　　　　
　を対象とした災害医療研修の実施、医療機関の施設･設備等の整備、BCP策定の支援（再掲）、
　耐震化の促進（再掲））

医療従事者を地域に搬送する仕組みづくり
　総合防災拠点・SCUにおける医療提供機能の維持、強化
　市町村職員の医療救護技能の強化　
　急性期医薬品等の備蓄及び関係団体からの医薬品等供給体制の強化
　災害時歯科保健医療対策活動指針に基づいた歯科保健医療の救護体制の強化
　透析医療の提供体制づくり

【めざす成果】
① 早期の被災者支援の実施、被災者の精神的健康の確保・

発災後の精神科医療の確保、聴覚に障害のある方等への

情報保障と安心の確保
② ボランティア活動の展開による被災者への円滑な支援

③ 被災者の健康維持対策の充実

④ ペット同行避難の周知・徹底、被災動物救護所設置につ
いての検討

被災者・避難所対策

【めざす成果】　津波から迅速に避難

●主な具体的取り組み
　　　南海トラフ地震対策推進地域本部との連携強化による避難行動要支
　　援者の個別計画策定等の加速化

　

○ 要配慮者の避難支援対策

「生活を立ち上げる」対策
【めざす成果】　社会福祉施設の早期再開、機能維持

【主な目標値】　福祉事業者のBCPの策定　従業員50名以上100％、従業員50名未満25％→48％

●主な具体的取り組み
社会福祉施設のBCP策定への支援

【めざす成果】
被災後の飲料水の確保(配水池21施設耐震化完了)  県内配水池の耐震化12施設
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ビリ専

門
職

の
関

与
：

全
市

町
村

・新
総

合
事

業
へ

の
移

行
市

町
村

：
11市

町
村

1広
域

連
合

（
H27年

度
末

見
込

）

・介
護

予
防

事
業

や
住

民
主

体
の

集
い

の
場

へ
の

リハ
ビリ専

門
職

の
関

与
：

18市
町

村
（

H27年
度

末
）

小
規

模
で

複
合

的
な

福
祉

サ
ー

ビス
を

提
供

す
る

施
設

の
整

備
箇

所
数

2箇
所

以
上

－

要
配

慮
高

齢
者

の
住

ま
い

等
の

整
備

箇
所

数
5箇

所
以

上
（

H29年
度

末
）

1箇
所

（
H27年

度
末

見
込

）

○
認

知
症

の
早

期
の

発
見

・診
断

・対
応

に
つ

な
が

る
体

制
が

整
備

され
て

い
る

。
初

期
集

中
支

援
チ

ー
ム

を
設

置
した

市
町

村
数

H30年
4月

ま
で

に
全

市
町

村
に

設
置

2市
（

H27年
度

末
）

認
知

症
サ

ポ
ー

ター
の

養
成

人
数

累
計

　60,000人
40,072人

(H27.12月
末

）

6　平
成

31年
度

末
、37年

度
末

の
目

指
す

姿
と取

り組
み

の
指

標

平
成

37年
度

末
の

姿
　健

康
管

理
に

取
り組

む
人

が
増

え
、壮

年
期

の
過

剰
死

亡
が

改
善

して
い

ま
す

。

定
量

的
な

目
標

平
成

37年
度

末
の

姿
県

内
どこに

住
ん

で
い

て
も

必
要

な
医

療
、介

護
サ

ー
ビス

を
受

け
られ

、健
や

か
に

安
心

して
暮

らして
い

ま
す

。

定
量

的
な

目
標

中
目

標
平

成
31年

度
末

の
姿

担
当

課
指

標
目

標
値

改
定

当
初

（
1）

健
康

教
育

の
推

進
（

子
ども

の
頃

か
らの

健
康

的
な

生
活

習
慣

定
着

の
推

進
）

○
子

ども
の

頃
か

らの
健

康
な

生
活

習
慣

が
実

践
され

て
い

る
。

（
2）

「ヘ
ル

シ
ー

・
高

知
家

・プ
ロジ

ェク
ト」の

推
進

（
高

知
家

み
ん

な
の

健
康

意
識

の
更

な
る

醸
成

）

○
県

民
の

健
康

意
識

の
醸

成
が

進
み

、保
健

行
動

が
定

着
化

して
い

る
。

○
地

域
で

の
専

門
医

とか
か

りつ
け

医
の

連
携

に
よ

り、検
査

で
肝

炎
陽

性
とな

った
者

が
全

て
の

地
域

で
適

切
な

治
療

が
受

け
られ

る
よ

うに
な

る
。

○
陽

性
者

へ
の

適
切

な
治

療
の

実
施

に
よ

り肝
が

ん
死

亡
が

減
少

して
い

る
。

（
4）

血
管

病
（

脳
血

管
疾

患
、

心
疾

患
、糖

尿
病

）
対

策
の

推
進

中
目

標
平

成
31年

度
末

の
姿

担
当

課
指

標
目

標
値

改
定

当
初

（
１

）
日

々
の

暮
らしを

支
え

る
高

知
型

福
祉

の
仕

組
み

づ
くり

○
あ

った
か

ふ
れ

あ
い

セ
ンター

の
サ

ー
ビス

提
供

機
能

が
充

実
・強

化
され

、高
知

型
福

祉
の

拠
点

と
して

整
備

され
て

い
る

。

地
域

福
祉

政
策

課
高

齢
者

福
祉

課

○
地

域
の

実
情

に
応

じて
、多

様
な

介
護

予
防

や
日

常
生

活
を

支
援

す
る

サ
ー

ビス
の

提
供

体
制

が
整

備
され

、在
宅

生
活

の
Ｑ

Ｏ
Ｌ

向
上

に
つ

な
が

って
い

る
。

高
齢

者
福

祉
課

高
齢

者
福

祉
課

　　地域の総力戦による「前方展開型」の医療救護体制の構築 　医療政策課 
　H31当初予算　　292,737千円

道路網の寸断等により後方搬送ができない状況が想定される中、前方となる、より負傷者に
近い場所での医療救護活動を可能な限り強化する。

対策の方向性

 ～前方展開型の医療救護活動～
●地域の医療施設や医療従事者、さらには住民も参画した「総力戦」の体制づくりと必要な資機材の導入
●外部支援の到着や搬送機能の回復まで、地域に残存する医療資源で耐えうる体制の構築
南海トラフ地震では、いわゆる「瓦礫の下の医療」の展開までは困難であり、地域の医療機関に精一杯力を発揮してもらう

実
現
に
向
け
た
ス
テ
ッ
プ

地域ごとの医療救護の行動計画

災害時医療救護計画
第４期南海トラフ地震対策行動計画

全体方針

地域方針

・医療従事者の確保
・県民の参画（応急手当や搬送）

・迅速な医療救護活動の展開
・必要な対策の洗い出し

・医療救護施設等の防災力の強化
（必要な資機材の整備、防災対応力
　の強化）

・地域ごとの行動計画の検証、
見直し

・県、市町村の医療救護技能の
強化

・ＤＭＡＴの養成
・医師向け災害医療研修の実施
・県民参加の仕組みづくり

・医療救護施設等の施設、設備、
備品等の整備、BCP策定支援

・医療機関等の耐震化促進

　地域ごとの行動計画の検証、バージョンアップ 　　 　3,900千円
　市町村医療救護活動技能向上研修の実施　　　 　467千円

　　　大規模地震時の対応訓練（医療分野）の実施　 　5,640千円

　DMAT養成と災害医療関係者の技能向上を図る研修の実施　　　5,673千円
　　　高知大学と連携した災害・救急医療人材の育成・確保　 12,000千円

　医師を対象とした災害医療研修の実施　　　　　　 　　　 6,210千円

 医療救護施設等の
　 　施設・設備・備品の整備、BCP策定等への支援　  39,698千円
 病院の耐震化（診断、設計、工事）等への支援　　185,817千円

課　題 対　策 Ｈ31予算のポイント

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）や総合防災拠点を活用した訓練の実施、検証、機能の維持・強化

・県外からのＤＭＡＴ等の早期かつ大量の投入 ・人とモノ（医療モジュールなど）がセットとなった支援体制の構築 ・航空搬送機能の抜本強化

総力戦の人材確保

総力戦の場所と資機材の確保

・長期浸水対策 ・地域医療の復旧・復興に向けた体制の検討 県と市町村等との連携による対策の検討
困難課題地域や震災後への対応

・県内医師やＤＭＡＴ等を地域の活動拠点等に搬送する仕組みづくり ・多種多様な保健医療支援チームが効果的に活動できるような受援体制づくり

医療従事者を地域に運ぶ仕組みや受援の体制づくり

総合防災拠点（参集・活動拠点）等の機能の維持・強化

国を挙げた災害医療体制の強化＜政策提言＞

地
域
ご
と
の
医
療
救
護
の
体
制
づ
く
り

体
制
づ
く
り

地
域
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る

地域への支援の投入

新

地域ごとの体制の具体化
①個々の医療機関等の対策の充実
②医療従事者等のスキルアップ
③地域全体の医療救護力の向上

新

総力戦の体制づくり

91

90


